
川崎市病院局請負工事検査規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、法令その他別に定めるものを除くほか、病院局（以下「

局」という。）が発注する請負工事（以下「工事」という。）の適正かつ効

率的な施行を確認するための検査について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）検査担当課長 検査を担当する課長又は担当課長をいう。 

（２）検査員 検査を担当する課又は部に相当する内部組織の職員のうちから

検査担当課長に指名された者をいう。 

（３）工事担当課長 川崎市病院局請負工事監督規程（平成１７年川崎市病院

局規程第４３号。以下「監督規程」という。）第２条第１号に規定する工

事担当課長をいう。 

（担当検査員の指名） 

第３条 検査担当課長は、工事ごとに担当検査員を指名するものとする。 

（検査業務の委託） 

第４条 検査担当課長は、検査について特に専門的知識若しくは技能を必要と

するとき又はその他の理由により検査員によって検査を行うことが困難若し

くは適当でないと認められるときは、局長の承認を得て、局職員以外の者に

検査を委託することができる。 

２ 検査担当課長は、前項の規定により検査を行わせたときは、当該検査の内

容を明確にした調書を作成させなければならない。 

３ 検査担当課長は、必要と認めたときは、委託検査員が行う検査に第２条第

２号及び第３号に規定する職員を立ち会わせることができる。 



（検査の基準） 

第５条 検査は、契約書、図面、仕様書その他関係書類に基づき、綿密かつ厳

正に行わなければならない。 

２ 検査に必要な技術基準は、別に定める。 

（検査の種類等） 

第６条 検査の種類及び時期は、次のとおりとする。 

種  類 時   期 

完成検査 工事が完成したときに行う。 

一部完成検査 

工事の一部が完成したとき又はあらかじめ可分部分として

引渡しを受けるべきことを指定した部分の工事が完成した

ときに行う。 

既済部分検査 
工事の完成前に既済部分に対して代価の一部を支払うとき

に行う。 

中間検査 
工事施行の途中において、検査担当課長が必要と認めたと

きに行う。 

（検査の時期） 

第７条 検査は、期間の定めのあるものについてはその期間内に行うものとし

、定めのないものについては速やかに行わなければならない。 

（検査実施の通知） 

第８条 検査担当課長は、工事担当課長から検査依頼の通知を受けたときは、

検査の期日及び時間並びに担当検査員の職及び氏名その他検査に必要な事項

を明記した検査通知書により工事担当課長に通知しなければならない。 

２ 工事担当課長は、前項の通知があった場合、検査通知書により請負者に通

知しなければならない。 

（検査の立会い） 

第９条 検査員は、検査を実施するに当たっては、監督規程第３６条に規定す

る職員の立会いの上で行わなければならない。 

（検査の中止） 

第１０条 検査員は、適正な検査を実施できないと認められるときは、検査を



中止し、直ちに検査担当課長に報告しなければならない。 

（破壊等の検査） 

第１１条 検査員は、検査を実施するに当たり必要があると認めたときは、破

壊等の方法により検査することができる。この場合の取り壊しによる部分は

、期限を指定して請負者の負担により復旧させなければならない。 

（手直し等の処置） 

第１２条 検査担当課長は、検査の結果、手直し等が必要であると認めたとき

は、直ちに手直し調書をもって工事担当課長に通知しなければならない。 

２ 手直し完了後の検査については、第７条から前条まで及び前項の規定を準

用する。 

（検査の結果報告） 

第１３条 検査員は、検査を終了したときは、検査報告書を作成し、検査担当

課長に報告しなければならない。 

（工事成績評定書） 

第１４条 検査員は、完成検査終了後、直ちに厳正に工事成績の評定を行い、

工事成績評定書を作成し、検査担当課長に報告しなければならない。 

（定期報告） 

第１５条 検査担当課長は、前条の報告を受けたときは、毎月１５日までに前

月中における工事成績評定書に基づき、工事成績集計表を作成し、局長に報

告しなければならない。 

（手続等の省略） 

第１６条 特殊若しくは軽易な工事又は緊急を要する工事については、この規

程の一部を省略することができる。 

（帳票の様式） 

第１７条 この規程に基づく帳票の様式は、局長が別に定める。 



附 則 

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、公表の日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 


